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論　文　内　容　要　旨
1.序論
地震災害は,その場所の土地条件(地盤条件)によって種々の被害の軽重がまったく異なることが古く
から知られている｡土地条件にみあった土地利用の誘導のため,本論文は,日本に広く展開する地形改変
地における地震による建物被害と土地条件の関係について明らかにすること,および,活断層上の土地利
用規制を例に被害回避または軽減のための防災型土地利用規制について検討することを目的とする｡
2.地形改変地の地震災害
2. 1地異災害と土地条件一地形と地禁災害に関する既存の研究一
地形が地震に対する土地条件(ごく表層の地盤)をよく表現することについては, 1923年関東大地震,
1944年東南海地震以来,その実証研究が重ねられ,これと地震工学の研究成果が結びっいて,地形等を基
にした地震動予測ひいては被害予測に発展した｡すなわち,地形と被害分布の重なりの発見から,その統
計的･経験的定量化,そして地震動増幅メカニズム等との融合,さらに地形を基にした予測へと展開して
きた｡一方,近年の日本の地震災害では,丘陵地等に造成された住宅団地等の地形改変地での被災事例が
増加しており,そこでは地震動による直接的被害よりも地盤破壊による被害の場合が多い｡既存の研究が
主として対象としてきた地震動および沖積低地とは異なる対象が出現している｡
2. 2　地形改変地の地震災害と土地条件
このような地形改変地の地震災害が最初に注目されたのは,仙台を襲った1978年宮城県沖地震であり,
その後, 1993年釧路沖地震, 1995年兵庫県南部地震, 2004年新潟県中越地震, 2005年福岡県西方沖の地震
をはじめ,近年の主な地震災害では,ほぼ必ず同様の被害が発生してきた｡
その被害の特徴は,筆者がこれまで直接関わった調査結果から,以下のようにまとめられる｡ ①建物等
の被害は,切土部で小さく/少なく,反対に盛土部および切土･盛土境界部で大きい/多い｡これはほと
んど全ての事例に共通している｡ ②被害の様相は,小規模な改変地と大規模な改変地で異なり,前者では
擁壁等の亀裂や崩壊,後者では境界部での亀裂や不同沈下等が特徴的である｡ ③建物等の被害は,このよ
うな亀裂や不同沈下,崩壊等の地盤破壊に伴う場合が多い｡したがって, ④地下埋設物等の被害も建物と
同様の分布を示す｡ ⑤地震動は切土部より盛土部の方が大きいためにこれが上記の被害分布の一因となり,
また地震動自体が主因であることを示唆する盛土部の被害事例もある0 ⑥同じ地震でかつそれほど離れて
いない改変地間で,被害程度に大きな差が認められることがある｡
上記の事実に基づいて, GISを用いた地形改変の把握と土地条件指標の導出,およびそれらの結果と建
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物被害との関係について統計学的分析を行った｡分析に先立って,まず地形改変前の空中写真からDEM
を生成して旧版地形図のない場所での解析を可能にするとともに,分析の全段階における一連の手法の検
討を行った｡そして,地形および地形改変に関する土地条件指標群と建物被害との関係について統計学的
に分析し,地形改変地の地震に対する土地条件評価を行った｡
対象として,釧路市の2地区,神戸市垂水区,福岡市東区の各1地区を取り上げたoそれぞれ,釧路沖
地震,兵庫県南部地震,福岡県西方沖の地震により,地形改変地の建物(住家)が被災した事例であるo
地形改変に関する土地条件指標と建物被害との関連を,地図およびクロス集計とロジスティック回帰分析
によって検討した｡土地条件指標群として最終的に選択されたのは,切土･盛土･境界部(または切盛境
界推定線からの距離),盛土厚,現傾斜,盛土下の原地形の傾斜,凸指標(25m半径平均標高との差)で
ある｡
その結果,釧路市緑ヶ岡地区の分析からは,盛土厚が厚いほど,盛土下傾斜が大きいほど,そして凸指
標が大きいほどつまり崖上等であるほど,全半壊といった激しい建物被害が発生しやすいこと,また同市
桜ヶ岡地区では,盛土下傾斜が大きいほど,同様に激しい建物被害が発生しやすいことがわかった｡神戸
市垂水区では,中程度以上の激しい建物被害が,切盛境界からの距離が近いほど,盛土厚が厚いほど発生
しやすいことが明らかになった｡福岡市東区においては,瓦屋根の被害のみに注目して,盛土厚が厚いほ
ど,切盛境界からの距離が近いほど,現在の傾斜が大きいほど,瓦屋根が被災しやすいことを明らかにし
た｡
観測値と予測値との整合性をみると,各対象地区の被災率を分割値とした場合,全体として70%程度以
上の的中率が得られた｡建物の条件や地質条件等をまったく考慮することなく,地形改変および地形関連
の指標のみで,これだけ判別可能ということは,地形とその改変が地震に対する土地条件としてきわめて
重要であることを示す｡これらの事例分析結果間の差異の原因として,地盤破壊の様式やもとの地形や地
質さらに建物の新旧との関連を指摘できるが,現段階では未解決である｡建物や地質等を含む新たな変数
を導入する等してこれらの差違や共通性への定量的説明の見通しがたてば,いまだ被災していない事例地
域での披災予測も可能となる｡
3.活断層上の土地利用規制-災害対策としての土地利用規制･計画-
3. 1防災型土地利用規制
前章のとおり,地震災害は土地条件に強く規定される｡これは,その土地条件にみあった事前的対策が
可能かつ有効であることも示している｡なかでも,都市計画的手法によって安全な物理的空間を予めつく
る,または造りかえることは有効である｡ここでは,活断層破断(変位)による被害の回避と軽減のため
の防災型土地利用規制について,既にその実績があるカリフォルニア州とニュージーランドの法と政策の
内容およびその経緯と展開,さらに日本の現状について検討し,日本への導入の可能性について展望する｡
ここで活断層破断を取り上げる理由は,強震動,液状化,土砂災害による被害に比べるとそれによる直接
的被害は少ないが場所の特定はもっとも容易であるとされ,それを根拠にカリフォルニア州とニュージー
ランドでは既に土地利用規制の実績があり,それに関する研究の蓄積と,さらに興味深い政策の展開が認
められるからである｡
増田(1994)は,日本の都市計画および建築等関連の制度,法律を中心に現状と課題を広範囲にわたっ
て整理し,防災を念頭においた幅広い都市計画的手法を含めて｢防災型土地利用規制｣と呼んだ｡
3. 2合衆国カリフォルニア州とニュージーランドにおける活断層上の土地利用規制
＼
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カリフォルニア州では1972年活断層法が制定され,活断層上では実質的に厳しい土地利用規制が行われ
てきた｡その後同政策の評価を経て, 1990年には,強震動,液状化,土砂災害を対象とする地震災害地図
化法が成立した｡一方ニュージーランドでは,都市計画から環境保全まで管轄する資源管理法の下で,宿
断層上の土地利用規制を行っている自治体がある｡しかし自治体によって規制内容に違いがあるため･
2004年に国はリスク･ペースト･アプローチを採用した土地利用規制を自治体に勧める｢活断層指針｣を
出すにいたった｡
活断層上の土地利用規制の成立と展開に関して両者に共通することとして, ①いずれも市や郡レベルの
自治体が防災や都市計画の権限を有し,都市計画のなかで-ザード情報を利用することが既に制度化され
ており,それによって都市計画担当者はハザード情報に日常的に接していること, ②政策立案,実施,評
価という明瞭な政策プロセスを辿ってこれらの法律や制度が発展してきたこと, ③対象-ザードとして,
地震被害に強く関与する強震動等ではなくもっとも場所を特定しやすい断層破断を先行させたこと, ④両
者とも,t蛎災に熱心に取り組んだキTパーソンが存在したこと,等が挙げられる.
3. 3　日本における防災型土地利用規制-その現況と可能性-
1996年仙台市民意識調査, 1999年全国の自治体の防災と都市計画担当者への調査, 2001年先進的自治体
への調査等を基に,活断層対策への意識と同対策の現状を捉えた｡
その結果,自治体における防災と都市計画の実態については,自治体の災害関連情報の蓄積自体が乏し
いなかで,防災部局が有する情報は一般公開されないだけでなく,都市計画部局でもあまり考慮されない
現実が明らかとなった｡次いで,自治体担当者および仙台市民の意識調査結果から以下のことがわかったo
①行政担当者よりも仙台市民の方が活断層上の土地利用規制導入について積極的意向を表明しているo ②
行政担当者のなかでも都市計画担当者の規制導入への意向はとくに消極的で,防災担当者との間に意識の
違いが認められる｡ ③行政担当者とくに都市計画担当者および仙台市民はともに,災害関連情報獲得が多
いほど規制導入への支持を高める傾向が認められた｡ ④危険物施設,公共施設,集客施設,集合住宅につ
いては,市民,行政担当者とも半数以上が,活断層上に立地させるべきではないと考えていることを確認
した.このことは,ニュージーランドの｢活断層指針｣が採用したリスク･ペースト･アプローチと強く
通じるものである｡また,法的に未整備な日本の状況下で,横須賀市と西宮市は断層上の土地利用規制を,
松本市では住民を巻き込んだ防災まちづくり活動を実施している｡その背景として,マンション建設反対
運動や活断層研究成果発表等のきっかけを捉えたこと,担当者のリーダーシップに負うこと等が共通点と
して明らかになった｡以上で得られた知見は,日本においても,リスクに応じた柔軟性をふまえた活断層
上の土地利用規制の導入可能性を強く示唆している｡
4.結論
2006年宅地造成等規制法が改正され,地形改変地(造成宅地)の地権者に対策を求める政策が実施され
ようとしている｡地形改変地においても,地形改変に関する情報開示から新規開発地での土地利用規制等
に至る,現況の土地利用やリスクに応じた防災型土地利用規制を導入すべきと考える｡そのために,土地
条件評価方法の改善とともに,対住民だけでなく行政内で災害関連情報の浸透(リスク･コミュニケーショ
ン)が鍵になる｡
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論文審査の結果の要旨
村山良之提出の論文は,防災の観点なら土地条件に見合った土地利用誘導を図る上で必要な次の2つの
課題に応えたものである｡ 1)市街地周辺の丘陵地に開発された住宅地における地震による建物被害の分
布特性と土地条件との関係の解明, 2)･防災を目的とした土地利用規制(｢防災型土地利用規制｣)の制度
化の可能性と条件の検討である｡
第1の課題について, 1978年宮城県沖地震, 1993年釧路沖地震, 1995年兵庫県南部地震, 2004年新潟県
中越地震, 2005年福岡県西片沖地震における丘陵地での建物損壊分布の詳細な現地調査から,丘陵地での
建物被害は,沖積低地の建物被害に見られる地震動による直接的被害よりも,地盤破棄による被害が多い
ことを確認するとともに,土地条件との対応関係を検討した｡建物被害と土地条件との対応関係の検討に
おいては,開発以前の地形を再現するとともに,開発地における切土と盛土の境界および盛土の厚さなど
を計測し,関係の検証を行った｡.その上で,建物被害の分布に係わる土地条件指標として,切土と盛土の
境界からの距離,盛土厚,現傾斜,原地形の傾斜,凸指標の5変数を選定し,それらと一定面積当たりの
建物の被害率との相関関係をロジスティック回帰分析を用いて解析した｡その結果, 70%の再現性を得た｡
すなわち,土地条件に基づく被害予測の妥当性を示す結果を得ることで,今後予測モデルの方向性を提示
した｡
第2の課題については,防災型土地利用規制の先進事例であるアメリカ合衆国カリフォルニア州および
ニュージランドにおける活断層上における建築規制の制度化のプロセスを検討し,地震災害の経験,リー
ダーシップを発揮する人物の存在と役割の大きさ,危険性についての情報公開の必要性などを明らかにし
た｡さらに,日本において防災対策に積極的に取り組む自治体と評価できる松本市,横須賀市,西宮市な
どにおける防災に対する取り組みの実態とプロセスを検討するとともに,仙台市を対象にした防災に対す
る市民,行政担当者の意識調査から,リスクに関する正確な情報と認識を深めためのリスクコミュニケー
ションの必要性とリスクに関する情報公開の有効性と必要性を指摘した｡
以上の通り,村山良之提出の論文は,都市周辺の丘陵地における地震災害の分布特性とそれを規定する
土地条件を明らかにすると同時に,防災型土地利用規制の必要性と可能性および制度化において必要とな
る条件を明らかにした点は高く評価できる｡このことは著者が自立して研究活動を行うに必要な高度な研
究能力と学識を有することを示している｡したがって,村山良之提出の論文は,博士(理学)の学位論文
として合格と認める｡
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